
2025年3月期 決算説明会

三菱電機株式会社

2025/4/28

本日は、弊社の決算発表説明会へご参加いただきありがとうございます。
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今回のポイント

 24年度は、売上高 5兆5,217億円（前年度比 +2,637億円）、営業利益 3,918億円（前年度比 +633億円）

 FAシステムでの市況変動影響などはあるが、インフラやライフの増加、セミコンダクター・デバイスの改善などにより、

売上高・営業利益ともに過去最高を更新。

 フリー・キャッシュ・フローは2,641億円（営業キャッシュ・フロー 4,559億円、投資キャッシュ・フロー △1,917億円）

 25年度の通期業績見通しは、売上高 5兆4,000億円（前年度比 △1,217億円）、営業利益 4,300億円（前年度比 +381億円）

 為替円高影響などにより前年度比減収も、インフラの増に加え、各事業での価格改善やコスト低減などにより、

営業利益は前年度比増益、過去最高を更新する見通し。米国関税影響については、一定の前提で業績見通しに織り込み。

 引き続き事業ポートフォリオ戦略と経営体質改善施策を強力に推進、株主還元も着実に実施していく。

 自己株式の取得を決定 （1,000億円を実施予定）

今回の決算のポイントをご説明します。

まずは2024年度の実績です。

当社グループの売上高は前年度比2,637億円増収の 5兆5,217億円、営業利益は、633億円増益の
3,918億円となりました。

FAシステム事業は市況の回復遅れや一部シェアダウンの影響などの影響を受けましたが、インフラ部
門、ライフ部門での売上増・採算改善に加え、セミコンダクター・デバイス部門での収益性向上により売
上高・営業利益ともに過去最高値を更新し、当期純利益については会社計画を達成いたしました。

FAシステム事業については、売上規模が減少し収益性が低下しましたが、低収益事業の抜本的対策、
固定費削減などの事業構造改革や中国事業強化により成長軌道への早期回復を図ります。

フリー・キャッシュ・フローは2,641億円の収入となりました。

2024年度は、空調の欧州事業拡大のためのM＆AやFAシステムの中国事業統括会社設立決定等の
事業競争力強化を推進しました。特に、中国の事業統括会社については、従来の製造・販売機能に開発
機能も加え、中国域内での地産地消を目指しております。また、インハウス物流会社の株式譲渡や政策
保有株式売却などによる資産効率の向上を図りました。先般公表しました車両用ランプシステム事業の
JV設立など、自動車機器事業のポートフォリオ改革も推進しております。2025年度は更にこのような
動きを加速してまいります。

2025年度の通期業績見通しについては、売上高は5兆4,000億円、営業利益は4,300億円と営業
利益は過去最高値の更新を見込みます。米国関税影響については、一定の前提で業績見通しに織り込
んでおります。全額を価格に転嫁することを基本方針としていますが、現時点での試算値300億円を
損益影響として織り込んでおります。変動が激しい状況が継続しているため、適宜適切に見直しを実施
していきます。

本日、自己株式取得を決定しており、今後も成長投資と事業ポートフォリオ戦略推進、経営体質強化に
取り組むとともに株主還元を着実に実行しROE10％の早期実現を目指します。
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前年度比24年度23年度
単位：億円

105%+2,63755,21752,579売上高

119%+6333,9183,285営業利益

-+0.9pt7.1%6.2%営業利益率

120%+7144,3723,658税引前当期純利益

114%+3913,2402,849親会社株主に帰属する当期純利益

153円145円米ドル
164円158円ユーロ
21.1円20.2円人民元

連結決算概況

当社グループの売上高は、前年度比2,637億円増収の5兆5,217億円、前年度比105%、為替の影響
1,090億円を除いても前年度比増収となりました。

営業利益は、前年度比633億円増益の3,918億円、前年度比119%、為替の影響300億円を除いて
も前年度比増益です。営業利益率は7.1％と前年度比0.9ポイントの改善となりました。

なお先ほど申し上げました売上高、営業利益に加えて、税引前当期純利益、親会社株主に帰属する当期
純利益も過去最高値を更新しております。
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売上高・営業利益の変動内訳 (23年度→24年度)

売上高

営業利益

単位：億円

+1,090
+1,548

52,579
55,217

23年度 為替影響 規模変動等 24年度

+300

+333

3,285

3,918

23年度 為替影響 規模変動等 24年度

+価格改善
+規模・構成変動
+ノンコア事業再編
△一過性費用
△コスト・費用 他

+ライフ

+インフラ

△インダストリー・モビリティ 他

売上高、営業利益の前年度比変動をウォーターフォールチャートに表しています。

為替の影響は1,090億円の増収、300億円の増益の効果です。

為替の影響以外では部材や物流費などのコストアップ370億円、収益性の高いFAシステム事業のウエ
イト減などの売上構成悪化の影響に加え、一過性費用の計上150億円がある一方で、各事業での価格
改善480億円やインフラ部門・ライフ部門を中心とした収益性改善、ノンコア事業の売却などにより前
年度比増収、営業利益増益となりました。
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連結損益計算書

前年度比24年度23年度単位：億円

+2,637100.0%55,217100.0%52,579売上高

+1,17469.4%38,29470.6%37,120売上原価

+78523.8%13,15723.5%12,372販売費及び一般管理費

△440.3%1540.3%199その他の損益 （△損失）

+6337.1%3,9186.2%3,285営業利益

△300.1%640.2%95金融収益・費用（△費用）

+1110.7%3890.6%278持分法による投資利益

+7147.9%4,3727.0%3,658税引前当期純利益

+2141.6%9031.4%689法人所得税費用

+4996.3%3,4695.6%2,969当期純利益

+3915.9%3,2405.4%2,849親会社株主に帰属する当期純利益

連結損益計算書の中でこれまでで触れていないポイントについてご説明します。

売上原価率は各事業で価格改善、受注案件の選別の効果などが出始め69.4％となり、前年度の
70.6％から1.2ポイントの改善となりました。

販売費及び一般管理費は人件費、開発費、販売費用の投入増などにより前年度比785億円増加となり
ました。うち為替の影響は203億円です。
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連結財政状態計算書

 資産は、前年度末比+2,083億円増加。うち、売上債権・契約資産は、個産系事業を中心とした売上の増加等により、
前年度末比+817億円増加。

 資本は、前年度末比+2,099億円増加。うち、親会社株主に帰属する持分は、株主への配当△1,043億円による減少はあるも、
親会社株主に帰属する当期純利益+3,240億円の計上等により、前年度末比+2,103億円増加。

前年度末比24年度末23年度末単位：億円

+2,08363,75661,673資産 計

△807,5737,653現金及び現金同等物

+81714,90214,085売上債権・契約資産

△8512,44912,534棚卸資産

△419,5849,626有形固定資産

△1622,99323,009負債 計

△2712,1412,412社債・借入金（リース負債除く）

△0.5pt3.4%3.9%借入金比率

+2,09940,76338,664資本 計

+2,10339,49637,393親会社株主に帰属する持分

+1.3pt61.9%60.6%親会社株主帰属持分比率

連結財政状態計算書を説明します。

まず資産の部ですが、個産系事業を中心とした売上増に伴う売上債権・契約資産の増加などにより前
年度末比2,083億円増加しております。

資本の部のうち、親会社株主に帰属する持分は、配当支払いにより1,043億円減少しましたが、親会社
株主に帰属する当期純利益3,240億円の計上などにより前年度末比2,103億円増加の3兆9,496
億円となり、総資産に対する親会社株主に帰属する持分の比率は
前年度末比1.3ポイント上昇の61.9％となりました。
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 営業キャッシュ・フローは、当期純利益の増加+499億円を主因に、前年度比+404億円。

 投資キャッシュ・フローは、有価証券等の売却収入の減少△1,359億円を主因に、前年度比△976億円。

連結キャッシュ・フロー計算書

前年度比24年度23年度単位：億円

+4044,5594,154営業活動によるキャッシュ・フロー

△976△ 1,917△ 941投資活動によるキャッシュ・フロー

△5722,6413,213フリー・キャッシュ・フロー

△252△ 2,653△ 2,401財務活動によるキャッシュ・フロー

△807,5737,653現金及び現金同等物の期末残高

営業キャッシュフローは当期純利益の増加などにより前年度比404億円収入増加の4,559億円の収
入となりました。

投資キャッシュフローは有価証券の売却収入の減少などにより、前年度比976億円支出増加の1,917
億円の支出となりました。

この結果、フリー・キャッシュ・フローは前年度比では572億円減少し2,641億円の収入となりました。
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売上高・営業利益のセグメント別増減

売上高

営業利益

（注）24年度より、報告セグメントの業績をより適切に評価するため、全社の収益及び費用の配賦方法を変更しております。なお、23年度のセグメント情報についても、この変更を反映したものに組み替えて表示しています。

+582

△362

+415 +31 +107
+216

△358
3,285

3,918

23年度 インフラ インダストリー・
モビリティ

ライフ ビジネス・
プラットフォーム

セミコンダクター・
デバイス

その他 消去他 24年度

単位：億円

+1,883

△657

+1,328 +47
△34

+85
△14

52,579

55,217

23年度 インフラ インダストリー・
モビリティ

ライフ ビジネス・
プラットフォーム

セミコンダクター・
デバイス

その他 消去他 24年度

ここからはセグメント別の状況のご説明となります。

2024年度の売上高と営業利益の前年度比の状況をセグメント別のウォーターフォールチャートで説明
します。

インフラ、ライフ、ビジネス・プラットフォームは増収増益、セミコンダクター・デバイスは減収ながら増益
ですが、一方でインダストリー・モビリティは減収減益となりました。

10



11

営業利益率(前年度比)営業利益(前年度比)売上高(前年度比)
インフラ

7.3%(+4.3pt)894(+582)12,249(+1,883)

営業利益率(前年度比)営業利益(前年度比)売上高(前年度比)

社会システム

7.1%(+4.3pt)335(+215)4,749(+435)

 事業環境は、国内の公共分野における設備投資が堅調に推移した。

 受注高は国内外の交通事業や国内の公共事業の増加などにより前年度を上回り、売上高は
海外向けUPS(*)事業、国内外の交通事業、国内の公共事業の増加などにより前年度を上
回った。

 営業利益は、売上高の増加や売上案件の変動などにより前年度比増益。

営業利益率(前年度比)営業利益(前年度比)売上高(前年度比)

電力システム

6.9%(+1.6pt)275(+92)3,961(+499)

 事業環境は、再生可能エネルギーの拡大やデータセンターの増設などを背景に需要が堅調
に推移した。

 受注高は国内の電力流通事業の減少などにより前年度を下回ったが、売上高は国内外の電
力流通事業の増加などにより前年度を上回った。

 営業利益は、売上高の増加などにより前年度比増益。

営業利益率(前年度比)営業利益(前年度比)売上高(前年度比)

防衛・宇宙システム

8.0%(+7.6pt)284(+274)3,538(+948)

 事業環境は、政府関連予算の増加などにより防衛・宇宙分野における需要が堅調に推移した。

 防衛システム事業・宇宙システム事業の大口案件の増加により、受注高・売上高ともに前年度
を上回った。

 営業利益は、売上高の増加や売上案件の変動などにより前年度比増益。

（*） UPS：Uninterruptible Power Supply / 無停電電源装置
（注） 24年度より、報告セグメントの業績をより適切に評価するため、全社の収益及び費用の配賦方法を変更しております。なお、23年度のセグメント情報についても、この変更を反映したものに組み替えて表示しています。

セグメント別実績 ： インフラ
単位：億円

売上高 営業利益

まずインフラ部門です。部門全体、全サブセグメントともに前年度比増収増益です。

社会システム事業は、海外データセンター向けUPS事業の好調に加え、国内外の交通事業、国内の公共
事業を中心に堅調に推移、受注高、売上高、営業利益ともに前年度を上回りました。

電力システム事業では、データセンター増設に伴う電力需要増加などを背景とし需要は好調に推移。一
過性費用の計上はありましたが、国内外の電力流通事業の増加や受注時採算向上への取組み効果によ
り、売上高、営業利益ともに前年度を上回りました。

防衛・宇宙システム事業の受注高は防衛力整備計画を背景に前年度比大幅に増加、売上高、営業利益と
もに前年度を上回りました。防衛分野での契約条件改善後の案件増加や宇宙分野の高難度開発案件の
悪化収束により、営業利益率は大幅に改善しました。今後も確実な売上高、営業利益の増加が見込まれ
ます。

11



12

営業利益率(前年度比)営業利益(前年度比)売上高(前年度比)インダストリー・
モビリティ 5.0%(△1.9pt)826(△362)16,448(△657)

営業利益率(前年度比)営業利益(前年度比)売上高(前年度比)

FAシステム

6.4%(△5.1pt)467(△411)7,256(△408)

 事業環境は、リチウムイオンバッテリーの需要停滞が継続したが、中国におけるスマートフォ
ン、工作機械関連の需要や、日本・中国・台湾におけるAI関連の半導体などの設備投資需要
が増加した。

 受注高はスマートフォン、AI関連の設備投資や工作機械関連需要の増加などにより前年度
を上回ったが、売上高はリチウムイオンバッテリーの需要の減少などにより前年度を下回っ
た。

 営業利益は、売上構成の変動影響などにより前年度比減益。

営業利益率(前年度比)営業利益(前年度比)売上高(前年度比)

自動車機器

3.9%(+0.6pt)358(+49)9,192(△249)

 事業環境は、ほぼすべての地域で新車販売台数が前年度並みとなった。

 中国における日系自動車メーカーの販売減少に伴う自動車用電装品の減少などにより、売
上高は前年度を下回った。

 営業利益は、価格・コスト改善の効果などにより前年度比増益。

（注） 24年度より、報告セグメントの業績をより適切に評価するため、全社の収益及び費用の配賦方法を変更しております。なお、23年度のセグメント情報についても、この変更を反映したものに組み替えて表示しています。

セグメント別実績 ： インダストリー・モビリティ
単位：億円

売上高 営業利益

インダストリー・モビリティ部門です。

FAシステム事業は、リチウムイオンバッテリー分野での投資の先送りなどにより、厳しい状況が継続し
ました。一方でスマートフォンやAI関連の設備投資、工作機械関連等、一部の市場の需要増をとらえ受
注は回復基調にありますが、好採算機種の需要回復には至らず、売上構成の変動影響に加え、一過性
費用の計上により売上高、営業利益ともに前年度を下回りました。固定費構造の適正水準への見直し、
中国事業強化など業績確保に向けた取組みを加速いたします。

自動車機器事業は、中国向け需要の減少により売上高は前年度を下回りましたが、価格、コスト改善な
どにより、営業利益は前年度を上回りました。
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営業利益率(前年度比)営業利益(前年度比)売上高(前年度比)
ライフ

7.2%(+1.6pt)1,572(+415)21,851(+1,328)

営業利益率(前年度比)営業利益(前年度比)売上高(前年度比)

ビルシステム

7.5%(+2.3pt)501(+177)6,660(+405)

 事業環境は、需要回復の動きが国内外で継続した。

 受注高はアジア（除く中国）向けや国内のリニューアル事業の増加などにより前年度を上回
り、売上高は円安の影響や、国内・アジア（除く中国）向けの増加などにより前年度を上回っ
た。

 営業利益は、売上高の増加などにより前年度比増益。

営業利益率(前年度比)営業利益(前年度比)売上高(前年度比)

空調・家電

7.1%(+1.3pt)1,071(+237)15,191(+923)

 事業環境は、欧州では家庭用空調機器の需要停滞が継続したが、アジア（除く中国）や冷媒
規制の変更の影響があった北米を中心に空調機器の需要が堅調に推移した。

 円安の影響や価格改善の効果に加え、北米・アジア（除く中国）・国内向け空調機器の増加な
どにより、売上高は前年度を上回った。

 営業利益は、売上高の増加などにより前年度比増益。

（注） 24年度より、報告セグメントの業績をより適切に評価するため、全社の収益及び費用の配賦方法を変更しております。なお、23年度のセグメント情報についても、この変更を反映したものに組み替えて表示しています。

セグメント別実績 ： ライフ
単位：億円

売上高 営業利益

ライフ部門です。

ビルシステム事業は、中国を除くアジア、国内のリニューアル事業の増加を中心に受注高、売上高、営業
利益ともに前年度を上回りました。

空調・家電事業は、欧州での家庭用空調の需要が低調であった一方、北米、アジアや国内で需要が堅調
に推移、価格改善効果もあり、一過性費用の計上はありましたが売上高・営業利益ともに前年度を上回
りました。
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営業利益率(前年度比)営業利益(前年度比)売上高(前年度比)

ビジネス・
プラットフォーム

7.4%(+2.0pt)108(+31)1,468(+47)

 事業環境は、レガシーシステムの更新やデジタルトランスフォーメーション導入関連の需要が
堅調に推移した。

 受注高はITインフラサービス事業の増加などにより前年度を上回り、売上高はITインフラ
サービス事業、システムインテグレーション事業の増加などにより前年度を上回った。

 営業利益は、売上高の増加や売上案件の変動などにより前年度比増益。

営業利益率(前年度比)営業利益(前年度比)売上高(前年度比)

セミコンダクター・
デバイス

14.2%(+3.9pt)406(+107)2,863(△34)

 事業環境は、パワー半導体の需要が停滞したが、通信用光デバイスの需要が堅調に推移した。

 受注高は電鉄・電力向けパワー半導体の大口案件の減少などにより前年度を下回り、売上高
は産業向けパワー半導体の減少はあったが、通信用光デバイス、電鉄・電力向けパワー半導
体の増加により前年度並みとなった。

 営業利益は、売上構成の変動影響などにより前年度比増益。

（注） 24年度より、報告セグメントの業績をより適切に評価するため、全社の収益及び費用の配賦方法を変更しております。なお、23年度のセグメント情報についても、この変更を反映したものに組み替えて表示しています。

セグメント別実績 ： ビジネス・プラットフォーム/セミコンダクター・デバイス
単位：億円

売上高 営業利益

ビジネス・プラットフォーム部門は、需要が堅調に推移、受注高、売上高、営業利益ともに前年度を上回
りました。

セミコンダクター・デバイス部門は、産業、自動車などパワー半導体の主要市場の需要の停滞が継続す
る一方で、通信用光デバイスの需要が堅調に推移しました。売上高は前年度並みとなりましたが、営業
利益は売上構成の変動影響などにより前年度を上回りました。
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その他

2%

欧州

13%

アジア

（除く中国）

12%

中国

10%

北米

14%

日本

49%
海外

51%

向先地域別売上高

連結
合計

24年度

FAシステム

空調・家電

前年度比24年度23年度
単位：億円

106%+1,64027,23525,594日本

104%+99727,98126,984海外

115%+1,0207,9906,970北米

100%△255,2985,323中国

99%△326,4146,446アジア（除く中国）

98%△1457,1857,330欧州

120%+1801,092912その他

105%+2,63755,21752,579連結合計

向先地域別売上高です。

2024年度は空調・家電事業、電力システム事業を中心とした北米の増などにより海外向けが前年度
比104％、防衛・宇宙システム事業を中心とした増などにより国内向けが前年度比106％となり、海外
向比率は前年度並みの51%となりました。
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25年度 業績見通し3
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25年度 業績見通し

（*1）1円変動（人民元は0.1円）による影響

前年度比
25年度
見通し

24年度
単位：億円

98%54,00055,217売上高

110%4,3003,918営業利益

+0.9pt8.0%7.1%営業利益率

107%4,7004,372税引前当期純利益

105%3,4003,240親会社株主に帰属する当期純利益

為替感応度（*1）

25年度
見通し

24年度
営業利益売上高

売上高の
約1/4

約50億円140円153円米ドル

売上高の
約1/3

約40億円155円164円ユーロ

売上高の
約1/3

約20億円19.5円21.1円人民元

米国向合計

単位：億円

社会
システム

電力
システム

自動車機器空調・家電

約800約1,000約1,300約2,000約6,000米国向売上高

地域別調達構成比（米国）

約5割約6割僅少僅少約2割米国内
約3割約3割約6割約3割約4割日本

--約2割約3割約2割メキシコ
--僅少約3割約1割タイ

約2割約1割僅少僅少約1割他(含む中国)
２%以下２%以上２%以下２%以下２%以下中国

25年度 業績見通し

25年度 米国向売上高 及び 地域別調達構成比為替レート

2025年度の通期業績見通しです。

売上高は5兆4,000億円、営業利益は4,300億円、営業利益率は8.0%を見込んでおります。

売上高は為替円高影響が大きく2024年度比減収となりますが、営業利益、税引前当期純利益、親会
社株主に帰属する当期純利益のいずれも過去最高値の更新を見込んでおります。

為替については米ドル140円、ユーロ155円、人民元19.5円で織り込んでおります。

尚、米国の関税影響については、当社グループは米国市場向けで約6,000億円の売上があり、当該売
上に関する仕入れの約8割を米国以外の地域から輸入しており、課税の可能性があります。今般の業績
見通しにおいては、現時点で発動している関税政策のうち、一律で課されるベースライン関税10%と
鉄鋼・アルミ製品に対する追加関税が2025年度通期で継続するものとし、約300億円の当社グルー
プのコスト負担が発生するものと試算しております。全額を価格に転嫁することを基本方針としていま
すが、価格転嫁により販売減が発生する可能性や、追加での課税措置の発動等流動的な状況も想定し、
現時点での試算値300億円を損益影響として業績予想に織り込んでおります。今後、関税動向を見極
めた上で、適地生産を加速いたします。
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売上高

△470

+852
3,918

4,300

24年度 為替影響 規模変動等 25年度

+事業規模増

+価格改善

+コスト・費用

+一過性費用の解消等

△関税影響 他

25年度 業績見通し (変動内訳)
単位：億円

営業利益

△1,900

+683
55,217

54,000

24年度 為替影響 規模変動等 25年度

+インフラ

+ライフ

△インダストリー・モビリティ 他

2025年度の業績見通しの前年度比の変動についてご説明いたします。

為替円高の織り込み額は記載のとおり売上高で1,900億円の減収、営業利益で470億円の減益要因
となります。

為替影響を除くと683億円の増収、852億円の増益を見込みます。為替影響を除くとインフラ部門、ラ
イフ部門で前年度比、規模伸長を想定しております。

事業規模増や受注案件の採算向上、価格改善等の継続に加え、リーンな体質実現を目指した費用構造
の見直し、一過性費用の解消などを織り込み4,300億円の営業利益を見込みます。
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25年度 業績見通し (部門別売上高・営業損益)

概況

前年度比25年度見通し

単位：億円
営業

利益率
営業
利益

売上高
営業

利益率
営業
利益

売上高

・セグメント全体では、防衛システム、社会システム等の事業規模増などにより、
増収増益の見通し。

+0.9pt+175+8508.2%1,07013,100インフラ

+0.9pt+54+1508.0%3904,900社会システム

+1.1pt+54+1388.0%3304,100電力システム

+0.5pt+65+5618.5%3504,100防衛・宇宙システム

・セグメント全体では、為替影響や自動車機器での一部事業終息影響などによ
り減収を見込むも、FAシステムでの価格改善などにより増益の見通し。

+1.3pt+163△7486.3%99015,700インダストリー・モビリティ

+1.4pt+92△567.8%5607,200FAシステム

+1.2pt+71△6925.1%4308,500自動車機器

・セグメント全体では、為替影響などにより減収を見込むも、ビルシステムでの
需要増や空調・家電での価格改善などにより増益の見通し。

+1.3pt+267△2518.5%1,84021,600ライフ

+2.2pt+168+2399.7%6706,900ビルシステム

+0.9pt+98△4918.0%1,17014,700空調・家電

・ITインフラ事業規模増により増収増益の見通し。+0.6pt+11+318.0%1201,500ビジネス・プラットフォーム

・通信用光デバイスの需要増などにより増収も、為替影響や償却費増などにより
減益の見通し。

△3.5pt△96+3610.7%3102,900セミコンダクター・デバイス

・一定の資産売却を見込むも、ロジスティクス会社の一部株式譲渡影響等により、
減収減益の見通し。

△1.2pt△125△6214.9%3907,900その他

-△13△514-△ 420△ 8,700消去又は全社

・関税影響は各セグメントに織り込み済。+0.9pt+381△1,2178.0%4,30054,000連結合計

（注）26年3月期第１四半期決算より、従来の「電力システム」、「ビジネス・プラットフォーム」を、「エネルギーシステム」、「デジタルイノベーション」に名称変更する予定です。

2024年度比では、インダストリー・モビリティ部門では減収となりますが、インフラ部門、ライフ部門で
の規模増や、インダストリー・モビリティ部門、ライフ部門での価格改善、固定費削減などの収益性改善
により当社グループトータルで減収ながら増益を見込みます。

私どもからのご説明は以上でございます。
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補足情報4
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部門別売上高・営業損益

（注）24年度より、報告セグメントの業績をより適切に評価するため、全社の収益及び費用の配賦方法を変更しております。なお、23年度のセグメント情報についても、この変更を反映したものに組み替えて表示しています。

前年度比24年度23年度

単位：億円
営業

利益率
営業
利益

売上高
営業

利益率
営業
利益

売上高
営業

利益率
営業
利益

売上高

+4.3pt+582+1,8837.3%89412,2493.0%31110,366インフラ

+4.3pt+215+4357.1%3354,7492.8%1194,313社会システム

+1.6pt+92+4996.9%2753,9615.3%1823,462電力システム

+7.6pt+274+9488.0%2843,5380.4%102,589防衛・宇宙システム

△1.9pt△362△6575.0%82616,4486.9%1,18817,106インダストリー・モビリティ

△5.1pt△411△4086.4%4677,25611.5%8797,664FAシステム

+0.6pt+49△2493.9%3589,1923.3%3099,441自動車機器

+1.6pt+415+1,3287.2%1,57221,8515.6%1,15720,522ライフ

+2.3pt+177+4057.5%5016,6605.2%3236,255ビルシステム

+1.3pt+237+9237.1%1,07115,1915.8%83314,267空調・家電

+2.0pt+31+477.4%1081,4685.4%771,420ビジネス・プラットフォーム

+3.9pt+107△3414.2%4062,86310.3%2982,898セミコンダクター・デバイス

+2.5pt+216+856.1%5158,5213.6%2998,435その他

-△358△14-△ 406△ 8,185-△ 47△ 8,170消去又は全社

+0.9pt+633+2,6377.1%3,91855,2176.2%3,28552,579連結合計
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部門別売上高・営業損益 （業績見通し）

（注）26年3月期第１四半期決算より、従来の「電力システム」、「ビジネス・プラットフォーム」を、「エネルギーシステム」、「デジタルイノベーション」に名称変更する予定です。

前年度比25年度見通し24年度

単位：億円
営業

利益率
営業
利益

売上高
営業

利益率
営業
利益

売上高
営業

利益率
営業
利益

売上高

+0.9pt+175+8508.2%1,07013,1007.3%89412,249インフラ

+0.9pt+54+1508.0%3904,9007.1%3354,749社会システム

+1.1pt+54+1388.0%3304,1006.9%2753,961電力システム

+0.5pt+65+5618.5%3504,1008.0%2843,538防衛・宇宙システム

+1.3pt+163△7486.3%99015,7005.0%82616,448インダストリー・モビリティ

+1.4pt+92△567.8%5607,2006.4%4677,256FAシステム

+1.2pt+71△6925.1%4308,5003.9%3589,192自動車機器

+1.3pt+267△2518.5%1,84021,6007.2%1,57221,851ライフ

+2.2pt+168+2399.7%6706,9007.5%5016,660ビルシステム

+0.9pt+98△4918.0%1,17014,7007.1%1,07115,191空調・家電

+0.6pt+11+318.0%1201,5007.4%1081,468ビジネス・プラットフォーム

△3.5pt△96+3610.7%3102,90014.2%4062,863セミコンダクター・デバイス

△1.2pt△125△6214.9%3907,9006.1%5158,521その他

-△13△514-△ 420△ 8,700-△ 406△ 8,185消去又は全社

+0.9pt+381△1,2178.0%4,30054,0007.1%3,91855,217連結合計
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量産系事業の受注推移

（注）量産系事業のうち自動車機器事業、空調・家電事業については、受注生産形態をとらない製品が多く、 受注推移を示していません。

24年度23年度

4Q3Q2Q1Q4Q3Q2Q1Q

+28%+33%+15%+8%△19%△28%△35%△43%YoY
（前年同期比）

FAシステム

+13%+2%+5%+7%+18%△13%△1%△21%QoQ
（前四半期比）

△28%+29%△24%△13%+21%△3%+48%△10%YoY
（前年同期比）

セミコンダクター・デバイス

△22%+10%△1%△16%+39%△35%+14%+17%QoQ
（前四半期比）
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本資料に記載されている三菱電機グループの業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現時点において合理的と判断する一定の前

提に基づいており、実際の業績等は見通しと大きく異なることがあり得ます。

なお、業績等に影響を及ぼす可能性がある要因のうち、主なものは以下のとおりですが、新たな要因が発生する可能性もあります。

① 世界の経済状況・社会情勢及び規制や税制等各種法規の動向

② 為替相場

③ 株式相場

④ 資金調達環境

⑤ 製品需給状況及び部材調達環境

⑥ 重要な特許の成立及び実施許諾並びに特許関連の係争等

⑦ 訴訟その他の法的手続き

⑧ 製品やサービスの品質・欠陥や瑕疵等に関する問題

⑨ 地球環境（気候関連対応等）等に関連する法規・規制や問題

⑩ 人権に関連する法規・規制や問題

⑪ 急激な技術革新や、新技術を用いた製品の開発、製造及び市場投入時期

⑫ 事業構造改革

⑬ 情報セキュリティ

⑭ 地震・津波・台風・火山噴火・火災等の大規模災害

⑮ 地政学的リスクの高まり、戦争・紛争・テロ等による社会・経済・政治的混乱

⑯ 感染症の流行等による社会・経済・政治的混乱

⑰ 当社役員・大株主・関係会社等に関する重要事項
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